
別紙10－3

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 経済社会活動の総合的研究

14-①

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 評価実施せず 番号

600,037389,544331,752 383,027 405,507

0 -1,174

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
計（千円）

331,752 381,853 405,507

　　執 行 額（千円）
248,075 282,604

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

274,691

政策評価結果の概算要求への
反映状況

経済財政政策等の企画・推進の支援をより効果的に実施するため、引き続き計量経済モデル等の分析ツールの整備・改良及び景気統計の作成・整備を進
めるとともに、経済社会の政策課題により即した政策分析に取り組むために必要な要求を行っている。

（注）直近の評価結果が分かる評価書又はそれに準じた評価書を添付すること。



別紙10－3

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 国民経済計算

14-②

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 評価実施せず 番号

222,191243,344223,008 257,882 228,619

0

0 0 0

0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
計（千円）

223,008 257,882 228,619

　　執 行 額（千円）
184,280 209,161

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

144,265

政策評価結果の概算要求への
反映状況

引き続きガイドラインにおける品質評価の観点を踏まえ、統計を事前の公表予定どおりに公表すべく、計画的に推計プログラムの見直し及び制度検証を
通じた推計方法の改善に取り組むために必要な要求を行っている。

（注）直近の評価結果が分かる評価書又はそれに準じた評価書を添付すること。



別紙10－3

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 人材育成、能力開発

14-③

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度概算要求額

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号

10,24510,25313,413 13,451 12,092

0

0 0 0

0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
計（千円）

13,413 13,451 12,092

　　執 行 額（千円）
8,751 6,360

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

4,915

政策評価結果の概算要求への
反映状況

独自の研修施設は保持しておらず、可能な限り府内の会議室を利用している。また、研修を一定期間に集中的に実施することにより、PC等必要物品の賃
借料等の経費抑制に努めたうえで要求を行っている。

（注）直近の評価結果が分かる評価書又はそれに準じた評価書を添付すること。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

●
14-
①②
③

一般 内閣府本府 －

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

政策名 経済社会総合研究の推進 14

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

経済社会総合研究所 経済社会活動の研究等に必要な経費 643,141 832,473

小計
643,141 832,473

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
○○○,○○○ ○○○,○○○

＜○○,○○○＞ の内数 ＜○○,○○○＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
○○○,○○○ ○○○,○○○

＜○○,○○○＞ の内数 ＜○○,○○○＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計
○○○,○○○ ○○○,○○○

の内数 の内数

＜○○,○○○＞ の内数 ＜○○,○○○＞ の内数

合計
643,141 832,473
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 14
（千円）

29年度
当初予算額

30年度
概算要求額

増△減額

政策評価調書（個別票3）

政策名 経済社会総合研究の推進

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

政策評価結果の概算要求への反映内容

該当なし

合計



（別紙３）

基準値 目標値 達成

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

109,173 121,419 90,938 37,863 39,111 38,114 前年度比増

前年度並 前年度並 前年度並 前年度並 前年度比増

基準 目標 達成

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

532,056 505,740 314,797 302,678 300,948 474,585 前年度並み

前年度並 前年度並 前年度並 前年度並 前年度比増

施策の分析

平成26年度実施施策に係る政策評価書

施策の概要
内部部局との連携を図りつつ、計量モデル等の分析ツールの開発、経済理論等を用いた政策分析、景気
指標の作成などを行う。また、内外の研究機関との共同研究を実施するなど、専門的研究の深化と普及
に貢献する。

（内閣府26－79（政策18－施策①））

施策名 経済社会活動の総合的研究

政策名 経済社会総合研究の推進

達成すべき目標 本施策の推進により、政策の企画立案・推進を支援するとともに、国民への情報提供を行う。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 332 383

補正予算（b） -2 -74 0 ‐

合計（a＋b＋c） 467 313

執行額（百万円）

469 386

特になし

①ESRI Discussion Paper
等の研究成果に関するHP
へのアクセス件数

年度ごとの目標値

②景気指標に関するHPへ
のアクセス件数

※平成23年1月よりログの取得方法の変更（内閣府内からのアクセスや、30分以内の同一の者からのア
クセスをカウントしない等）が行われたため、平成23年度以降のアクセス件数についてはそれ以前の年度
と単純に比較することはできない。

繰越し等（c） 0 0 0

332

測定指標

【施策】
①公表された研究成果が政策部局及び国民に活用されるように引き続き、政策課題に即した研究を進め
る。
②景気統計の作成を通じて、民間における景気動向に対する理解を深め、政府の的確な景気判断、経済
財政政策の運営の基礎材料として活用されていくよう、引き続き施策を実施する。
【測定指標】
①平成26年度は平成25年度実績を下回ったことから、平成26年度を上回ることを目標とする。
②前年度から増加しており、26年度に設定した目標は達成している。今後は、引き続き一定のアクセス件
数を得られるよう、HPの利便性を維持しつつ、正確な統計の作成・公表を通じた景気指標の有用性及び
信頼性の確保に取り組む。次期は目標値を「前年度並み」と設定することとする。

目標達成度合いの
測定結果

次期目標等への
反映の方向性

平成27年８月

360 255 248

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

年度ごとの目標

相当程度進展あり（各行政機関共通区分）

（判断根拠）

担当部局名
経済社会総合研究

所
　作成責任者名

総務部長　籠宮信雄
景気統計部長　中垣陽
子

政策評価実施時期

　測定指標①については、平成25年度実績値を若干ながら下回っており、前
年度比でみて減少していることから目標未達成と判断できる。
　測定指標②については、HPへのアクセス件数は前年度の数値から増加して
おり、目標値を達成していると判断できる。

（有効性・効率性と達成度）
測定指標①については、公表された研究成果が政策部局及び国民にとってどの程度活用されたかを示
すものであり、政策部局への貢献及び国民への情報提供を推し量ることができると考えている。前年度の
水準を下回ったが、一定の役割を果たしたと考えられる。
測定指標②は、作成された景気統計が国民にとってどの程度注目されたかを示すものであり、国民への
情報提供を推し量ることができると考えている。前年度から軒並み増加していることから、当該政策への
関心及び、一定の評価を得ているため、施策の目的を達成しているものと考えられる。
（課題等）
　測定指標①については、平成26年度は平成25年度の水準に達していないことから、更なる研究成果の
政策への貢献、情報提供を図る必要がある。
　測定指標②については、アクセス件数は前年度から増加していることから、引き続きHPの利便性を維持
する。

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

○ホームページアクセス件数：ウェブアクセスログの数値を集計するツールを用いて作成。

評
価
結
果

実績値

未達成

達成

施策の進捗状況（実績）

学識経験を有する者の知
見の活用



（別紙３）

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

100% - 100% 100% 100% 100% 100%

- 100% 100% 100% 100%

基準 目標 達成

24年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度
一部事項の
み対応済み - - 個別項目の課題

の洗い出し
個別項目の対
応方針の検討

対応方針の
決定

対応方針の
決定

- - 個別項目の課題
の洗い出し

個別項目の対
応方針の検討

対応方針の
決定

施策の分析

実績値

達成

達成

施策の進捗状況（実績）

学識経験を有する者の知
見の活用

-

目標達成（各行政機関共通区分）

（判断根拠）

　国民経済計算関連統計に関して、ガイドラインに基づき、統計を事前の公表
予定どおりに公表し、また、統計の作成方法、利用上の注意等の情報の公表
を行ったこと、さらに、2008SNAへの対応に関しては、2008SNAへの対応等含
む次回基準改定（平成28年度中を目途）に向けた国民経済計算の作成基準
の変更について、統計委員会の審議を経て答申を受けるに至ったことから、
目標を達成したと判断した。

目標達成度合いの
測定結果

次期目標等への
反映の方向性

（有効性、効率性）
　国民経済計算関連統計を作成・公表し、我が国経済の姿を定量的な形で示すことにより、国民へ情報提
供を行うとともに、景気動向の把握や経済の見通しの策定、政策効果の有効性の判断など経済財政政策
運営の基盤として活用されている。

（課題等）
　主要国が新たな国民経済計算体系である2008SNAへの対応を行いつつある中で、我が国は従前の
1993SNAに準拠して推計しているという状況にあり、国際比較可能性の観点から課題もある。

評
価
結
果

【施策】
　国民経済計算関連統計の作成・公表を通じて、我が国経済の姿を定量的な形で示すことにより、引き続
き経済財政政策の企画・推進を支援するとともに、国民への情報提供を行う。加えて、我が国国民経済計
算関連統計の国際比較可能性を向上し、より有用性の高い統計の作成・公表を行うべく、国連が示した新
たな国民経済計算の体系である2008SNAへの対応を図る。

【測定指標】
　引き続き、「公的統計の品質に関するガイドライン」に基づき、統計を適切かつ確実に公表することを目
標とするとともに、新たな国際基準である2008SNAへの対応について、実装作業の完了及び計数の公表
に向けた進捗状況を目標として設定することとする。

191 153 184

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

-

測定指標

「公的統計の品質に関するガイドラ
イン」における品質評価の観点を踏
まえ、①統計を事前の公表予定ど
おりに公表、②統計の作成方法、
利用上の注意等の情報を公表。

年度ごとの目標値

新たな国際基準である2008国
民経済計算体系（2008SNA：
System of National Accounts
2008）への対応

年度ごとの目標

繰越し等（c） 0 0 0

合計（a＋b＋c） 250 199 223

執行額（百万円）

251 234 223 258

補正予算（b） -1 -35 0 -

達成すべき目標

　国連の示す国民経済計算体系の基準に則して、国民経済計算の推計を行い、四半期別GDP速報
（QE）、国民経済計算年報を公表するとともに、地域経済計算やサテライト勘定の調査研究を行っており、
国民経済計算関連統計を作成・整備する。また、基礎資料が不足している分野については、民間非営利
団体実態調査等を独自に実施している。これらの事業を通じて政策判断材料を提供し、経済財政政策の
企画・推進を支援すること、また国民への情報提供を行うことをその目的としている。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a）

平成26年度実施施策に係る政策評価書

施策の概要

　国民経済計算関連統計の作成のため、推計に必要な基礎調査の実施、推計プログラムの開発や修
正、地域経済計算やサテライト勘定の調査研究を請負契約により実施している。
　また、四半期別GDP速報（QE）における地方政府の政府最終消費支出を推計するため、地方政府の予
算執行状況を把握する必要があり、地方公共団体委託調査を実施している。

（内閣府26－80（政策18－施策②））

施策名 国民経済計算

政策名 経済社会総合研究の推進



政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

-

担当部局名
経済社会総合研究

所
　作成責任者名

国民経済計算部
企画調査課長

多田　洋介
政策評価実施時期 平成27年８月



基準値 目標値 達成

20年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度

84.2% 89.0% 92.9% 90.3% 88.2% 87.4% 87%以上

80%以上 80%以上 87%以上 87%以上 87%以上

基準 目標 達成

26年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度

9.1点
/10点満点

9.1点 9.5点 8.1点
9.1点
/10点満点

9.1点 9.1点 9.1点

基準 目標 達成

26年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年度

83.3% 83.3% 83.3% 92.9% 83.3%以上

83.3%以上 83.3%以上83.3%以上

実績値

達成

未達成

達成

施策の進捗状況（実績）

施策の進捗状況（実績）

3.語学関連研修での向上
度

年度ごとの目標

9 6 5

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

─

測定指標

1.研修に対する研修員ア
ンケートの満足度

年度ごとの目標値

2.分析技能の習得・向上を
図る研修での達成度

年度ごとの目標

繰越し等（c） 0 0 0

合計（a＋b＋c） 13 13 12

執行額（百万円）

13 13 12 10

補正予算（b） 0 0 0

達成すべき目標
政策担当者の企画立案能力や調査分析能力の向上を図り、より効果的・効率的な経済政策等を実施することに寄与
する。

施策の予算額・執行額等

区分 26年度 27年度 28年度 29年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a）

平成28年度実施施策に係る政策評価書

施策の概要
内閣府及び他省庁職員に対して、計量経済分析等の経済理論の講義や分析手法の技能研修等を実施し、経済分析
等の専門知識及び手法を習得させる。

（内閣府28－53（政策１6－施策③））

施策名 人材育成、能力開発

政策名 経済社会総合研究の推進



施策の分析

目標達成度合いの
測定結果

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
引き続き来年度以降も、経済分析等の専門知識及び手法を習得させ、研修効果の高い研修を実施できるように工夫
し、幅広な要望に対応すべく、包括的・網羅的に研修を提供していく。

【測定指標】
○測定指標1についてはより満足度の高い研修にすべく、これまでのアンケート結果を受けて研修内容を改善する。
・これまで毎年度目標を達成していたところ、2段階から5段階評価に変更したため、以前よりも高い満足度が得られに
くくなったが、一方で受講者の意見がより鮮明に分かるようになった。これらの結果やコメントを参考とし、満足度がや
や低い結果となった研修の内容改善に取り組む。
○測定指標2については研修内容をより充実したものにする。
・アンケート結果より、Excel基礎、Excel（マクロ/VBA）ともに初級クラスの日数が少ないとの意見が多く見られたことか
ら、日数を増やすこととする。特に、Excel（マクロ/VBA）の初級については、理解度を深めるために教材を充実するとと
もに、応募者が多数であることを考慮し、回数についても増やすこととする。さらに、応用と実践を統合するなど、日数・
構成を見直すこととする。
・26年度より開始した習熟テストについて、引き続き実施し、客観的に研修効果を測る。
○測定指標3については指標から外れる。
・研修所の限られた資源の中で実施する研修としての優先度が低いため、平成29年度においては実施を見合わせるこ
ととした。

─

相当程度進展あり（各行政機関共通区分）

（判断根拠）
測定指標2については未達だったものの目標値に近い実績を上げることができ、測定指標
1,3については目標を達成したことから、上記判断とした。

【平成２８年度に実施した具体的施策】
・計量経済分析研修（計量経済分析入門、時系列分析実習、パネル分析実習）
・経済社会関連統計研修（季節調整法研修、国民経済計算（93SNA）作成入門、アンケート調査実践セミナー）
・Excel技能研修（Excel基礎、Excel（マクロ/VBA）初級、Excel（マクロ/VBA）応用、Excel（マクロ/VBA）実践）
・語学研修（英文ビジネスライティング研修）
・試行的に実施した研修（データサイエンス入門セミナー：近年、経済・社会活動の分析等への活用も期待されるビッグ
データ等をテーマに、事例や留意すべき点なども含めた活用の可能性について、有識者による講演会を１回開催）

【測定指標の分析】
○測定指標1については目標を達成した（なお、測定対象研修全体の参加者は492人）。但し、過去年度より実績値が
若干低めとなっている。
・27年度まではアンケート中の満足度の設問に「満足」「満足していない」の2択の回答しかなかったところ、28年度から
は5段階評価とし、上位2段階（「大変満足」「満足」）を選択したものを満足度として計算することとした。
・上記の影響、及びアンケートを実施する最終回への参加者が半数程度しかいなかった研修の満足度が低かった
（42.9％）ことが主な要因として考えられる。
○測定指標2については目標未達となった（なお、測定対象研修全体の参加者は287人）。
・従来、研修名を「経済分析等に役立つExcel技能研修」としていたところ、28年度は「Excel技能研修（Excel基礎）」等と
変更したため、昨年度までよりもExcelに不慣れな受講者が多かったこと、28年度より新たにマクロ/VBAの研修を加え
たため、難易度等手探りな部分が多かったことが主な要因として考えられる。
○測定指標3については目標を達成した（なお、測定対象研修全体の参加者は13人）。
・昨年度より出席率が高かったことが目標達成に寄与したと考えられる。（27年度：77.9％、28年度：80.5％）

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

─

評
価
結
果

担当部局名
経済社会総合研究

所
　作成責任者名

経済研修所、情報研究
交流部長事務代理

水田豊
政策評価実施時期 平成29年８月

学識経験を有する者の知
見の活用
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